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地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び同法第２２条第１項の規

定により審査に付された令和８年度における健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質

赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）及び資金不足比率（令和７年度決算に基

づく健全化判断比率及び資金不足比率）について審査したので、その結果について次の

とおり意見を提出する。
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５　審査の結果

　　令和 ８ 年 ７ 月２７日 から 同年 ８ 月１８日 まで

４　審査の概要

３　審査の実施場所

    岩見沢市役所監査委員室

岩見沢市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見

２　審査の期間

１　審査の対象

令和８年度に公表する健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及

び将来負担比率）及び資金不足比率（令和７年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比

率）並びにこれらの算定の基礎となる事項を記載した書類

審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにこれらの算定の基礎となる事項を記載

した書類は、いずれも法令に適合し、かつ正確に作成されているものと認められた。

なお、審査結果についての概要及び意見は次に述べるとおりである。

審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにこれらの算定の基礎となる事項を記載

した書類が、法令に適合し、かつ正確に作成されているかについて、岩見沢市監査基準に基づき、

関係書類等との照合検査を行い、健全化判断比率及び資金不足比率の審査実施要領で定めた着眼

点を基本とし、一般に公正妥当と認められる審査手続きにより実施した。
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　　　　　　　　（ － ）

　　　　　　　　（ △ ）

１　審査資料の各表中における年度は、各数値の算定に用いた決算年度により表示した。

【注 記】

　 本意見書における表記方法は次のとおりとした。

該当数値なし

負数

２　符号の用法は、次のとおりである。

健全化法施行令

地方公共団体の財政の健全化に関する法律

地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令

３　法令等の名称は次の略称を用い記載した。

健全化法
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健　 全　 化　 判　 断　 比　 率





令和６年度

令和７年度

令和８年度

12.10

第１表　実質赤字比率算定の基礎数値

金 額

区 分

（単位：千円）

標準財政規模　②実質赤字額　①実質収支額

- 12.07

620,573 

実質赤字比率
①／②×100

第２表　実質赤字比率の算定結果

財政再生基準区 分

20.00比　率

- 12.01

0 

早期健全化基準

26,151,136 

（単位：％）

-                         

１　実質赤字比率

実質赤字比率は、健全化法第２条第１号の規定に基づき、一般会計等を対象とした実質赤

字額の標準財政規模に対する割合を示す指標である。

令和７年度決算により算定した実質収支額は、第１表に示すとおり 620,573千円の黒字と

なっており、内訳は一般会計で 619,701千円、特別会計高等学校費で 872千円がそれぞれ黒

字となっている。

健全化法施行令第７条及び第８条において、第２表に示すとおり早期健全化基準及び財政

再生基準がそれぞれ定められているが、実質赤字比率は赤字額に着目した比率であることか

ら、実質収支額が黒字である場合には、実質赤字比率は算定されないこととなり、令和８年

度における実質赤字比率は当該基準を下回る結果となっている。

なお、実質赤字比率の算定に係る内容は、７ページから８ページの資料１に示すとおりで

ある。
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令和６年度

令和７年度

令和８年度

30.00

17.10

第４表　連結実質赤字比率の算定結果

区 分

-

（単位：％）

早期健全化基準

17.07

-

-

財政再生基準

比　率

17.01

連結実質赤字比率
①／②×100

金 額 5,653,837 

区 分

第３表　連結実質赤字比率算定の基礎数値

標準財政規模②

0 

（単位：千円）

26,151,136 

連結実質収支額 連結実質赤字額①

２　連結実質赤字比率

連結実質赤字比率は、健全化法第２条第２号の規定に基づき、連結実質赤字額の標準財政規

模に対する割合を示した指標であり、実質赤字比率における一般会計等の実質赤字額のみなら

ず、公営企業会計も含めた全会計の実質赤字額及び資金不足額を対象としたものである。

令和７年度決算により算定した連結実質収支額は、第３表に示すとおり 5,653,837千円の黒

字となっており、内訳は一般会計等で 620,573千円、一般会計等以外の特別会計のうち公営企

業に係る特別会計以外の会計で 214,181千円、法適用公営企業会計で 4,718,481千円、法非適

用公営企業会計で 100,602千円となっている。

健全化法施行令第７条及び第８条において、第４表に示すとおり早期健全化基準及び財政再

生基準がそれぞれ定められているが、実質赤字比率と同様、連結実質赤字比率についても赤字

額に着目した比率であることから、連結実質収支額が黒字である場合には、連結実質赤字比率

は算定されないこととなり、令和８年度における連結実質赤字比率は当該基準を下回る結果と

なっている。

なお、連結実質赤字比率の算定に係る内容は、７ページから８ページの資料１に示すとおり

である。
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※

※

① ② ③

第６表　実質公債費比率の算定結果

第５表　過去３カ年の実質公債費比率の基礎数値

比率（単年度）

地方債元利償還金
・ 準 元 利 償 還 金

標 準 財 政 規 模

（単位：千円、％）

2,174,860

21,700,506

2,447,639

21,220,105

2,672,984

22,453,390

令和５年度決算

11.90459 11.27918 10.24905

※　地方債元利償還金・準元利償還金及び標準財政規模は、健全化法第2条第3号の規定による算入公債費等
　　 の額を控除した額である。

区 分 令和７年度決算 令和６年度決算

３　実質公債費比率

10.8

早期健全化基準

10.5

（単位：％）

35.025.0

財政再生基準
実質公債費比率
（①+②+③）／３

11.1

比率（３カ年平均）

令 和 ８ 年 度

令 和 ６ 年 度

区 分

令 和 ７ 年 度

実質公債費比率は、健全化法第２条第３号の規定に基づき、市の全会計が負担する元利償

還金と準元利償還金及び一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は

負担金の標準財政規模に対する割合を示した指標であり、この比率が大きいほど財政運営が

硬直化していることを示すものである。

過去３カ年における単年度ベースの実質公債費比率は、第５表に示すとおりであり、健全

化法においては、過去３カ年の平均値を算定することとされていることから、令和８年度に

おける実質公債費比率は 11.1％（対前年度比 0.3ポイント上昇）となっている。

健全化法施行令第７条及び第８条において、第６表に示すとおり早期健全化基準及び財政

再生基準がそれぞれ定められているが、令和８年度における実質公債費比率は当該基準を下

回る結果となっている。

なお、実質公債費比率の算定に係る内容は、９ページの資料２に示すとおりである。
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②

４　将来負担比率

財政再生基準

（算入公債費等の額）

早期健全化基準

22,453,390

第７表　将来負担比率算定の基礎数値

第８表　将来負担比率の算定結果

（標準財政規模）

（充当可能財源等）

控除後の額控除すべき額

15,578,892
51,957,879

3,697,746

67,536,771

26,151,136

①

※　将来負担比率における財政再生基準については、健全化法による規定がない。

（単位：千円）

控除前の額

比　率

69.3

令和６年度

令和８年度

令和７年度 80.1 350.0

77.0

将来負担比率
①／②×100

（将来負担額）

区 分

（単位：％）

将来負担比率は、健全化法第２条第４号の規定に基づき、市の全会計における将来負担す

べき実質的な負債並びに一部事務組合及び設立法人の負債のうち一般会計等において実質的

に負担する負債の標準財政規模に対する割合を示した指標である。

令和８年度における将来負担比率は、第７表に示す令和７年度末における将来負担額から

充当可能財源等を控除した額 15,578,892千円を標準財政規模から算入公債費等の額を控除

した額 22,453,390千円で除した 69.3％（対前年度比 10.8ポイント低下）となっている。

健全化法施行令第７条において、第８表に示すとおり早期健全化基準が定められているが、

令和８年度における将来負担比率は当該基準を下回る結果となっている。

なお、将来負担比率の算定に係る内容は、１０ページの資料３に示すとおりである。
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審　　　　査　　　　資　　　　料



47,151,601 46,473,533 678,068 58,367 619,701 261,839 357,862

667,503 666,631 872 0 872 715 157

47,819,104 47,140,164 678,940 58,367 620,573 262,554 358,019

8,084,776 8,049,830 34,946 0 34,946 12,309 22,637

9,211,420 9,032,733 178,687 0 178,687 246,087 △ 67,400

1,695,511 1,694,963 548 0 548 1,199 △ 651

18,991,707 18,777,526 214,181 0 214,181 259,595 △ 45,414

4,401,878 0 4,263,482 511,549 649,945 1,380,660 △ 730,715

1,501,052 0 571,882 405,364 1,334,534 1,218,839 115,695

3,091,088 0 957,187 600,101 2,734,002 2,445,711 288,291

8,994,018 0 5,792,551 1,517,014 4,718,481 5,045,210 △ 326,729

資料１

流動資産
①

会 計 名

（単位：千円）

会 計 名

流動負債
③

歳出総額
②

翌年度に
繰り越す
べき財源

④

令和７年度
実質収支額

③-④
⑤

歳入歳出
差 引 額
①-②

③

令和６年度
実質収支額

⑥

差　引
⑤-⑥

歳入総額
①

各　会　計　に　お　け　る

令和６年度
資金不足
・剰余額

⑥

差　引
⑤-⑥

計

下 水 道 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

会 計 名

一 般 会 計

計

介 護 保 険 費

後 期 高 齢 者 医 療 費

国 民 健 康 保 険 費

高 等 学 校 費

法適用公営企業会計

控除額
②

控除額
④

令和７年度
資金不足
・剰余額

（①-②）-（③-④）
⑤

令和６年度
実質収支額

⑥

差　引
⑤-⑥

（単位：千円）

（単位：千円）

令和７年度
実質収支額

③-④
⑤

一般会計等以外の特別会計のうち公営企業に係る特別会計以外の会計

一般会計等

歳入歳出
差 引 額
①-②

③

計

翌年度に
繰り越す
べき財源

④

歳入総額
①

歳出総額
②

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）
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34,998 34,327 671 671 646 25

25,079 131,119 △ 106,040 143,947 9,022 28,885 11,931 16,954

72,497 8,190 64,307 6,739 0 71,046 76,320 △ 5,274

132,574 173,636 △ 41,062 150,686 9,022 100,602 88,897 11,705

26,151,136 25,193,281 957,855

0 66,320 △66,320

△ 2.37 △ 1.04 △ 1.33

△ 21.61 △ 22.45 0.84

合計　（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）＋（Ｄ）

実質収支額又は連結実質収支額が黒字である場合、  実質赤字比率又は連結実質赤字比率は負の値で表示され、
この場合、当該比率は算定されないこととなる。

連結実質赤字比率
（Ｅ）/（Ｆ）×100

うち、臨時財政対策債発行可能額

実質赤字比率
（Ａ）/（Ｆ）×100

△2,4195,656,2565,653,837

※

標準財政規模（F）

実　質　収　支　等　の　状　況

差　引
⑥-⑦

（単位：千円）

令和７年度
資金不足・

剰余額
③+④-⑤

⑥

地方債
残高
⑤

令和６年度
資金不足・

剰余額
⑦

歳出総額
②

歳入歳出
差 引 額
①-②

③

会 計 名
歳入総額

①

土地収入
見込額

④

法非適用公営企業会計

差　引

（単位：千円、％）

令和６年度
決　算

令和７年度
決　算

区 分

公 共 用 地 等 造 成 費

計

連結実質収支額（E）

公 設 卸 売 市 場 費

企 業 用 地 造 成 費

（Ｄ）

※

※

※

※
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令和７年度
決　算

令和６年度
決　算

令和５年度
決　算

5,463,783 5,026,830 4,873,824

0 0 0

0 0 0

789,848 805,971 770,634

95,777 86,204 86,996

21,322 21,409 21,496

0 0 1,581

6,370,730 5,940,414 5,754,531

10,936,541 10,870,563 10,803,516

15,214,595 14,256,398 13,855,793

0 66,320 140,467

26,151,136 25,193,281 24,799,776

479,793 484,378 528,089

3,037,532 2,884,729 2,936,309

180,421 123,668 115,273

3,697,746 3,492,775 3,579,671

11.1 10.8 10.5

資料２

３カ年平均

（①-③）/（②-③）×100
11.2791811.90459

区 分

単　年　度

算
入
公
債
費
等

地
方
債
元
利
償
還
金
・
準
元
利
償
還
金

標
準
財
政
規
模

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

一時借入金の利子

10.24905

計　　②

実 質 公 債 費 比 率 の 状 況

（単位：千円、％）

計　　①

公債費充当一般財源等額（繰上償還額及び満期一括償
還地方債の元金に係る分を除く）

積立不足額を考慮して算定した額

満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還金に相当
するもの（年度割相当額）

公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財
源に充てたと認められる繰入金

計　　③

標準税収入額等

普通交付税額

臨時財政対策債発行可能額

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費

災害復旧費等に係る基準財政需要額

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還
金及び準元利償還金
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（単位：千円、％）

令和７年度
決　算

令和６年度
決　算

差 引

一般会計等における地方債現在高 54,099,340 58,158,007 △ 4,058,667

債務負担行為に基づく支出予定額 226,322 247,644 △ 21,322

公営企業債等繰入見込額 7,755,530 6,196,380 1,559,150

組合負担等見込額 481,420 436,900 44,520

退職手当負担見込額 4,747,327 4,471,163 276,164

設立法人の負債額等負担見込額 226,832 226,830 2

連結実質赤字額 0 0 0

組合連結実質赤字額負担見込額 0 0 0

計　① 67,536,771 69,736,924 △ 2,200,153

充当可能基金 11,297,629 11,007,533 290,096

充当可能特定歳入 5,796,516 5,812,084 △ 15,568

基準財政需要額算入見込額 34,863,734 35,528,283 △ 664,549

計　② 51,957,879 52,347,900 △ 390,021

　標 準 財 政 規 模　③ 26,151,136 25,193,281 957,855

うち、臨時財政対策債発行可能額 0 66,320 △ 66,320

3,697,746 3,492,775 204,971

資料３

区 分

将 来 負 担 比 率 の 状 況

80.1
（①－②）/（③－④）×100

　　 算 入 公 債 費 等 の 額　④

将　来　負　担　比　率

充
当
可
能
財
源
等

将
　
来
　
負
　
担
　
額

69.3 △ 10.8
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資　 金　 不　 足　 比　 率





区分

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計 0

-                 

公 共 用 地 等 造 成 費 -                 

-                 

0 143,947

71,046企 業 用 地 造 成 費 0

-                 

0

１　資金不足比率

法
非
適
用
事
業

法
適
用
事
業

公 設 卸 売 市 場 費

第１表　資金不足比率算定の基礎数値及び算定結果

-                 3

資金不足額
①

0

1,365,839

1,627,039 -                 -                 

-                 -                 

会　　　　　計
経営健全化
基　　　　 準

令和８年度
資金不足比率
①／②×100

-                 

20.0

-                 

令和７年度
資金不足比率

11,432,226

事業の規模
②

-                 

（単位：千円、％）

病 院 事 業 会 計

0

資金不足比率は、健全化法第２２条第２項の規定に基づき、公営企業ごとに資金不足額の事業

の規模に対する割合を示す指標である。

健全化法施行令第１９条において、第１表に示すとおり経営健全化基準が定められているが、

資金不足比率は、資金不足額に着目した比率であることから、令和７年度決算において剰余金を

生じた公営企業では資金不足比率は算定されないこととなり、令和８年度における資金不足比率

はすべての公営企業会計で経営健全化基準を下回る結果となっている。

なお、資金不足比率の算定に係る内容は、１４ページから１５ページの資料１に示すとおりで

ある。
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審　　　　査　　　　資　　　　料



※１　【流動負債等】

※２　【算入地方債の現在高】

※３　【流動資産等】＝[流動資産の額]－[控除財源]－[控除額]

※４　【解消可能資金不足額】

※５　【算入地方債の現在高】

※６　【歳入額等】＝[歳入額]－[決算年度の翌年度に繰越すべき財源]

※７　【土地収入見込額】

※８　【地方債残高】

資料１

34,327公 設 卸 売 市 場 費

25,079

販売を目的として所有する土地の価額　※宅地造成事業会計（公共用地等造成費及び企業用地造成費）のみ適用

各　会　計　に　お　け　る　資

事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情がある場合において、資金の不足
額から控除する一定の額

4,401,878

1,501,052

3,091,088

会　　計　　名
流動負債等

①

357,086

法適用事業

販売用土地の取得、造成を行うために起こした地方債の決算年度末における現在高

3,751,933病 院 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

166,518

 -

土地収入見込額
④

法非適用事業

歳出額
①

0131,119

歳入額等
③

算入地方債
の現在高

②

143,947

6,739

34,998

0企 業 用 地 造 成 費 8,190

0

72,497

建設改良費・準建設改良費（地方債に関する省令第12条及び附則第8条に規定するもの）以外の経費の財源に充てる
ために起こした地方債の決算年度末における残高

公 共 用 地 等
造 成 費

会　　計　　名

算入地方債
の現在高

②

0

0

流動資産等
③

解消可能
資金不足額

④

 -

 -0

建設改良費・準建設改良費（地方債に関する省令第12条及び附則第8条に規定するもの）以外の経費の財源に充てる
ために起こした地方債の決算年度末における残高から、当該地方債のうち流動負債として整理されているものの現在
高を控除した額

＝[流動負債の額]－[控除企業債等]－[控除未払金等]－[控除額]－[PFI建設事業費等]

（※１） （※２） （※３） （※４）

（※５） （※６） （※７）
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金　不　足　比　率　の　状　況

 -

 -

（単位：千円、％）

令和８年度
資金不足比率
（①+②-③-④）

/⑤×100

-

-

-

解消可能
資金不足額

⑥

令和７年度
資金不足比率

-

-

-

差 引

-

-

-

地方債残高
⑤

-71,046

9,022

事業の規模
⑦

令和８年度
資金不足比率
(①+②-③-④+
⑤-⑥)/⑦×100

-

-

143,947

3 -

事業の規模
⑤

-

差 引

-

-

-

令和７年度
資金不足比率

-

-

（単位：千円、％）

1,365,839

1,627,039

11,432,226

0

（※８）
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